第2回専門部会までの議論の背景及び主な論点整理
【前回提言以降の状況】

　○第四期東京都障害者施策推進協議会最終提言（平成18年8月）
　　・「地域における障害者の自立を支援する総合的施策の展開について」

　○東京都障害者計画[平成19年度改定]・第1期東京都障害福祉計画（平成19年5月）
　　・計画期間　東京都障害者計画[平成19年度改定]：平成19年度～平成23年度
　　　　　　　　第1期東京都障害福祉計画：平成19年度～平成20年度
　　・基本理念　障害者が地域で安心して暮らせる社会の実現
障害者が当たり前に働ける社会の実現

すべての都民がともに暮らす地域社会の実現

　　・第1期東京都障害福祉計画における数値目標等

福祉施設の入所者の地域生活への移行(874人)
入所施設の定員数(23年度末)は17年10月の定員数(7,344人)を超えない

入院中の精神障害者の地域生活への移行(2,500人)
福祉施設から一般就労への移行(852人)等
　　　　　　　　新体系によるサービスの見込量

　○第五期東京都障害者施策推進協議会における審議事項（平成20年2月）
・「障害者の地域における自立生活の更なる推進に向けた東京都の障害者施策のあり方について」
【障害者自立支援法の施行とその後の状況】

　○障害者自立支援法の施行

　　・平成18年 4月　一部施行（公費負担医療の利用者負担の見直し等）
　　・平成18年10月　全面施行
　○法施行に伴う東京都の独自の対応

　　・平成18年4月　独自の利用者負担軽減策の実施
　　　　ホームヘルプサービス利用者に対する定率負担導入の激変緩和措置
精神障害者通院医療費助成

心身障害者(児)医療費助成制度の拡大
○法施行後における国の対応

　　・平成18年12月　平成20年度までの特別対策を決定
　　・平成19年12月　「障害者自立支援法の抜本的見直しに向けた緊急措置」を決定
【新体系サービスの課題】

○自活訓練
・新体系サービスにおける位置付けが不明確
○小規模作業所
・新体系サービスへの移行が進んでいない　　　　　　　　　　　　　　　　　など
【地域におけるサービス提供の状況】

　○相談支援機能
　　・自立支援協議会など、相談支援機能の一層の充実
　○居宅介護サービス
　　・支給決定及びサービス提供の状況について、実態の把握
　○区市町村への支援

　　・区市町村に対し、都独自の主体的な取組みを通じた支援　　　　　　　　　　など

【知的障害者の地域生活移行と入所施設のあり方】

　○地域生活を支える施設の役割

　　・地域で暮らす知的障害者に対し、施設等が提供する後方支援（バックアップ）
　○地域移行の受け皿づくり
　　・地域の社会資源を整備し、施設閉鎖も含めて移行の目標と期限を明示　　　　など
【退院可能な精神障害者の地域生活移行】

　○精神障害者の退院に向けた取組み

　　・退院促進事業における、区市町村の区域を越えた連携の状況
　　・退院後の精神障害者の自立に、グループホームが果たす役割　　　　　　　　など
【重症心身障害児（者）の地域生活】

　○重症心身障害児（者）に必要なサービスとその現状
　　・重症心身障害児（者）には医療的ケアを含むサービスの利用が欠かせない
　　・地域で家族と暮らしていくには、短期入所サービスの利用が不可欠
　　・しかし、看護師不足により、短期入所サービスの利用が困難な状況　　　　　など
【障害者（児）に対する支援のあり方】

　○生涯を通じた支援のあり方

　　・出生から学齢期、就職後までを通じた、一貫性・継続性のある個別支援計画
　　・生涯を通じた支援における、ライフステージ（生涯の各時期）の観点　　　　など
【すべての都民がともに暮らす社会】

　○啓発・教育
　　・地域社会における障害者に対する理解の促進　　　　　　　　　　　　　　　など
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